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１． 主旨 

解体工事は、成果物を要しない工事である。また、解体工事は、民間事業者の創意工夫

によって、大きな経済性が発揮される工事である。 

この要綱は、下記の解体工事に関し、入札によらない契約方法として、簡易的なプロポ

ーザル方式により受注候補者を特定する場合の手続きについて、定めるものである。 

なお、簡易型プロポーザル形式について、様式による書面及び資料の提出によりプロポ

ーザルを行う。 

 

２． 工事概要：工事仕様書による 

３． 予定限度額 

・１４，５３８，７００円（税込み） 

４． 参加資格 

（1） 深谷市建設工事請負等競争入札参加者の資格等に関する規則（平成２１年深谷市規則第３

０号）に基づく令和５・６年度深谷市建設工事等競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載がある者であること。 

（2） 市内に本店を有し、かつ、契約締結の権限を有する者を置く者であること。 

（3） 資格者名簿にて、解体工事の業種に登録があり、格付が A級又は B級の者であること。 

（4） 地方自治法施行令第１６７条の４に該当しない者であること。 

（5） 契約締結までの間に深谷市の契約に係る入札参加停止等の措置要綱及び深谷市の契約に

係る暴力団排除措置要綱に基づく入札参加停止又は入札参加除外の措置を受けていない者で

あること。 

（6） 本工事に対応する工種に係る建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条に基づく許可

を受けている者であること。ただし、下請代金の総額が４，５００万円（建築一式工事である

場合は７，０００万円）以上となる場合は、特定建設業許可受けている者であること。 

（7） 工事の施工に当たり建設業法第２６条に基づく技術者を置くことができる者であること。 

（8） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続き開始の申し立てなされてい

る者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続き開始の申し立てがな

されている者でないこと。ただし、手続開始決定を受けている者を除く。 

（9） 建設業法第２７条の２３第１項に基づき、当該業種に関して、開札日から１年７月前の日

以降の日を審査基準日とする経営事項審査を受けている者であること。 

（10） 本プロポーザルに参加する者同士について、代表権を有する者が同一の会社及び    

役員が兼務している会社でないこと。 

（11） 健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保険法（昭和２９年

法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）に基づく

雇用保険に、事業主として加入している者であること。ただし、上記保険の全部又は一部に

ついて法令で適用が除外されている者は、この限りではない。 

（12） 「９．注意事項」の内容に則した施工ができるもの。 

注意：参加資格の有無の確認は、深谷市建設工事等一般競争入札（事後審査型）要綱（平成２

１年１０月２６日決裁）を準用し、受注候補者決定後に確認する。また、提案書審査項

目にある資格、実績を確認する資料については、事後審査時に提出するものとする。 



５． 簡易型プロポーザルのスケジュール（予定） 

・Ｈ Ｐ 情 報 公 開  令和５年１１月１７日（金） 

・参加申込書提出  令和５年１１月１７日（金）～１２月１日（金）正午まで 

・現 場 見 学 会  令和５年１１月１７日（金）～１１月２７日（月）まで 

           （事前に建築住宅課へ連絡し、日程調整すること） 

  ※ 上記期間内であれば、建築住宅課窓口にて、現場写真の閲覧も可能であるため、 

希望者は同様に事前連絡のうえ日程調整を行うこと 

 

    ・質 問 提 出  令和５年１１月１７日（金）～１１月２８日（火）正午まで 

（質問書の様式は任意のもので可） 

    ・質 問 回 答  令和５年１１月３０日（木）メール等による回答 

    ・提 案 書 の 提 出  令和５年１２月４日（月）～１２月５日（火）正午まで 

※ 参加辞退の場合は様式第４号にて令和５年１２月５日（火）正午までに提出 

    ・提 案 書 審 査 日  令和５年１２月６日（水） 

    ・審 査 結 果 通 知  令和５年１２月６日（水）（市ホームページ掲載による） 

     （受注候補者決定） 

    ・事後審査書類提出  令和５年１２月８日（金）まで 

    ・事 後 審 査  令和５年１２月１１日（月）～１２月１３日（水） 

    ・契 約 締 結  令和５年１２月１３日（水） 

  

 提出及び連絡先について 

   〇書類提出、連絡窓口（現場説明会を除く） 

深谷市役所 総務部契約検査課契約係 電 話：０４８－５７４－６６３４ 

                      メール：k-kensa@city.fukaya.saitama.jp 

〇現場見学会等の連絡窓口 

深谷市役所 建築住宅課施設住宅係  電 話：０４８－５７４－６６５５ 

 

６． 提出する書類 

№ 内     容 様  式 正本 副本 

１ 
Ｒ５市営原郷住宅解体工事 簡易（公募・指名）

型プロポーザル参加申込書 
様式第１号 ○ ○ 

２ 提案書 様式第２号 ○ ○ 

３ 見積書 様式第３号 ○ ○ 

   （辞退の場合は、様式第４号の辞退届を提出する） 

mailto:k-kensa@city.fukaya.saitama.jp


 

７． 審査方法 

提出された書類を下記配点基準に沿って配点し受注候補者を決定する。 

 評価項目 評価基準の概要 配点 

 

 

  

  

  

 

 

 

審  

  

査  

 

内  

 

容 

施工業者の

能力 

自社による管理監

督体制の確立 

自社により十分な管理監督体制が確立で

きるか。 
５ 

施工業者の解体工

事実績 

過去５年以内に、解体工事の経験がある

か 
５ 

産業廃棄物処理

（工事完成時にマニ

ュフェスト E票まで

添付） 

① 適正に分別解体、産業廃棄物処分できる 

② 適正に施工できない場合１０点減点 

③ ②でやむを得ない理由の場合は０点 

④ 違法となる提案の場合は失格 

①   ５ 

② －１０ 

③   ０ 

④  失格 

アスベスト除去工

事実績 

過去５年以内に、アスベスト除去又はアスベ

スト建材の除去工事を請負った実績があるか

（下請業者による施工でも請負があれば「有」

としてよい） 

５ 

技術者の能

力 

主任技術者の解体

工事実績 
過去５年以内に解体工事経験があるか ５ 

現場代理人の解体

工事実績 
過去５年以内に解体工事経験があるか １０ 

現場作業員（アス

ベスト）の保有資

格 

現場作業員（アスベスト）の資格（石綿

作業主任者） 

※無しの場合、違法であれば失格 

５ 

工事提案 

環境への配慮提案 

作業機器の低騒音及びＣＯ２低排出への

配慮 
５ 

現場周辺環境に配慮した施工は可能か

（建物外周ネット養生、こまめな水撒き

及び出入口清掃を全て行えるか） 

１０ 

安全性への配慮 
重機使用時に監視要員（作業員でも可）

を配置できるか 
５ 

福利厚生提案 

提案には従業員などへの福利厚生を見込

んであるか。 

（福利厚生：休日、休息、従業員の体調

管理） 

５ 

退職金制度の利用はあるか ５ 

見積書 見積金額 

計算式による価格の評価とする。 

【計算式】 

３０点×（最低見積額／当該見積額） 

※整数未満を切り捨てる 

３０ 

  ※法令、本要綱、工事仕様書に則していないと認められるものは審査を行わない事があります。 



 

８． 契約事項等 

・図面及び工事仕様書による契約とする。 

・契約に係る前払金、中間払金等、工事保証その他契約に関する事項について 

は深谷市建設工事請負契約約款による。 

・契約保証金は、深谷市契約規則第２８条第１項により契約金額の１００分の１０ 

以上納付すること。 

    ・部分払いは行わない。 

     

９． 注意事項 

１．審査において受注候補者に決定した場合は、事後審査書類を期限内に提出すること。 

２．事後審査を経て受注者となった場合は、速やかに契約締結の手続きを行うこと。 

３．関係する法令に従い、適切な手続きと施工を行うこと。 

４．提出された提案書に則して施工すること。 

      ※提案書に則した施工がされない場合は、契約解除となることがある。 

５．深谷市建設工事請負契約約款に従い、必要な手続き、報告、資料の提出を行うこと。 

６．工事にあたっては、定められた書類の整備を行い、必要な検査を受けること。 

７．プロポーザルにて同点が複数ある場合は、追加提案を求める場合がある。 

８．審査内容に対する異議申立は受け付けない。 

９．審査内容は非公開とする。 

１０．プロポーザルに要した費用は参加者負担となる。 

１１．提出された書類の返却は行わない。 

１２．その他記載無き事項は監督員と協議し誠実に工事を履行すること。 

 

 

 

 

 

 


